
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

販路開拓の助言・指導
自治体間の連携促進

＜対策のポイント＞
 有機農業の拡大にむけた現場の取組を推進するため、広域的に有機農業の栽培技術を提供する民間団体の指導活動や、農業者の技術習得等による人
材育成、有機農業者グループ等による有機農産物の安定供給体制の構築、国産有機農産物等に関わる新たな市場の創出に向けた国産原料を使用した有
機加工食品の生産拡大や事業者と連携して行う需要喚起等の取組を支援します。
＜政策目標＞
有機農業の面積 （6.3万ha［令和12年まで］）、耕地に占める有機農業の面積割合（25％（100万ha） ［令和32年まで］ ）

みどりの食料システム戦略推進総合対策のうち
 有機農業推進総合対策事業

国

定額
民間団体等 (１のイの事業)

民間団体等 (１のアの事業)

農業者等
定額

協議会、民間団体等
定額

民間団体等
定額、1/2以内

定額

(２の事業)

(３のア、イの事業)

［お問い合わせ先］農産局農業環境対策課（03-6744-2114）

１．人材育成

指導員
育成・展開 栽培技術研修実施

有機JAS講習
受講支援

２．安定供給体制構築

技術の共有・習得
共同販路の開拓

３．需要喚起、販路拡大

有機農産物の
周知・情報発信

小売事業者等との連携
有機加工原料の国産化

ア 有機農業指導活動促進事業
  有機農業の現地指導・研修を広域的に行う団体等の指導活動や教育・研修プログ
ラムの作成を支援します。

イ 有機農業新規参入者技術習得等支援事業
  新たに有機農業に取り組む農業者に対し、有機JASに関する講習受講等を支援
するとともに、品目別の有機栽培技術の研修会の開催に必要な経費を支援します。

 

１．人材育成

２．安定供給体制構築

３．需要喚起、販路拡大

研修機関
活動支援

＜事業の流れ＞

※以下の場合に優先的に採択します
・みどりの食料システム法に基づく特定区域において取組を行う場合
・事業実施主体の構成員（農業者、民間団体等）が「みどり認定」等を受けている場合

【令和６年度予算額 650（696）百万円の内数】

ア 有機加工食品原料国産化支援事業
生産者と連携して国産有機加工食品の生産に取り組む流通、加工等の事業者等
が行う国産原料を使用した有機加工食品の生産・取扱い拡大の取組を支援します。

イ 国産有機農産物等需要拡大支援事業
小売等の事業者と連携して行う国産有機農産物等の需要喚起や、有機農産物

等の認知度向上、有機農業の環境保全効果を訴求する取組を支援します。

〇 有機農産物安定供給体制構築事業
有機農業者グループでの技術の共有・習得、共同の販路確保に向けた取組や、
オーガニックプロデューサーによる産地販売戦略の企画助言等を支援します。



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．有機農業指導活動促進事業
 都道府県域を越えて活動する有機の栽培技術の提供を行う民間団体等が、
農業者に指導・助言を行う活動等を支援します。
① 有機農業の技術習得の促進
有機農業関係の現地指導を行う民間団体が、農業者向け講習会の開催や
農業者に現地指導を行う取組を支援します。

② 研修体制の強化
有機農業関係の研修を行う施設において、農業者に指導を行うために必要な
実証ほ、採種場の設置、研修カリキュラムの作成等を支援します。

③ 有機農業に関する教育の推進
有機農業関係の教育機関における有機JAS認証の取得、実証ほ場の設置、
農業者の招へい、有機農業体験事業等の取組を支援します。

＜対策のポイント＞
有機農業に取り組もうとする農業者への技術習得を促進するため、広域的に有機の栽培技術の提供を行う民間団体等が農業者に対し行う現地指導を行う
取組や、栽培・採種技術習得のための手引きの作成等の取組を支援します。

みどりの食料システム戦略推進総合対策（有機農業推進総合対策事業）のうち
有機農業指導活動促進事業

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農産局農業環境対策課（03-6744-2114）

国 民間団体等
定額

現状の課題

〇農業者が有機農業を始める場合や、技術習得をする際に相談できる機関が
在住都道府県にない、もしくは品目限定となっている地域が多い。
〇有機農業関係の教育が可能な施設は限られている。

有機栽培の
ノウハウを提供

新規参入者転換者

民間団体

研修ほ場

有
機
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業
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農業高校や農業大学校
などの次世代の担い手



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．有機農業新規参入者技術習得支援事業
 新たに有機農業に取り組む農業者の有機JAS認証の早期取得を促すため、
有機JASの制度や技術的基準に関する研修や初回のほ場実地検査（有機
JAS認証検査）を受講・受検する取組を支援するとともに、品目別の有機栽
培技術の講習会の開催や研修カリキュラムの内容調査、設計等を支援します。

、

＜対策のポイント＞
新たに有機農業に取り組む農業者が、国際水準の有機農業に関する技術的基準等を習得するため、有機JASに関する研修や初回のほ場実地検査
（有機JAS認証検査）を受講・受検する取組や品目別の有機栽培技術の講習会の開催や研修カリキュラムの内容調査、設計等を支援します。

みどりの食料システム戦略推進総合対策（有機農業推進総合対策事業）のうち
有機農業新規参入者技術習得等支援事業

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農産局農業環境対策課（03-6744-2114）

国 民間団体等
定額

農業者等
定額

・有機JASは費用も手間もか
かるらしいし、やめておこうか
な・・・

新たに有機農業に
取り組む農業者 思ってたより早くスーパーに出せるよう

になったし、販売単価も上がったよ。
有機JASは、思っていたより、よい
ツールかも・・・

最初に、
有機JAS制度を学んでみませんか
認証検査を受検してみませんか

技術の習得支援

・国際水準の有機農業の仕
組みはわかったけど、具体的
な栽培技術や有機の経営
方法について学びたいな・・・

新たに有機農業に
取り組む農業者

様々な講師を招いて研修会を開
催しますので受けてみませんか。
全国的な調査も踏まえたカリキュラ
ムを用意していますよ。



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

1.オーガニック産地育成事業（地区推進事業）【継続地区への支援】
有機農業の拡大や新たな有機農業者の確保に向けて、農業者グループによる
① 栽培や経営に関する技術研修会の開催等
② 産地への実需者の招へいや学校給食関係者との打合せ等を含む

 新たな販路確保に向けた取組
等の取組を支援します。

2.オーガニックプロデューサー支援事業（全国推進事業）
有機農産物の安定供給体制を推進するため、
① 産地における販売戦略の企画・提案・助言を行うオーガニックプロデュー
サーの派遣
② 産地や自治体間（モデル的先進地区を含む）の連携促進
等を支援します。

 

＜対策のポイント＞
現場の先進的な取組の横展開を推進するため、農業者グループによる技術研修会の開催、販路確保に向けた取組等を支援するとともに、有機農産物の
安定供給体制を構築するため、オーガニックプロデューサーによる産地への販売戦略の助言や産地や自治体間の連携を促す取組等を支援します。

みどりの食料システム戦略推進総合対策（有機農業推進総合対策事業）のうち
有機農産物安定供給体制構築事業

国 オーガニックプロデューサー支援事業協議会、民間団体等
定額

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農産局農業環境対策課（03-6744-2114）

加工業者

卸売業者

オ ー ガ ニ ッ ク 産 地 育 成 事 業

オーガニックビジネスの拡大支援 産地間・自治体間の連携支援

小売・飲食
事業者

給食関係者

①技術研修会の
 開催等

②販路確保に向けた
 取組

栽培力・経営力の向上 新たな販路の確保

以下のような取り組みを支援

・研修ほ場の設置
・技術講習会の開催
・新たな技術の実証
・土づくりの実証
・栽培技術マニュアルの作成 等

以下のような取り組みを支援

・販売戦略検討
・実需者の産地への招へい
・展示会出展
・需要調査
・学校給食関係者等との打合せ 等

有
機
農
産
物
の
安
定
供
給
体
制
を
構
築

熟練有機農業者
有機農業への
新規参入者等

関係者

有機農業の
先進地域もサポート



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．国産有機加工原料産地調整・共同調達実証
有機加工食品を取り扱う流通加工事業者と産地との広域的な連携の下、事業

者の需要の取りまとめや、輪作体系も含めた作付け計画の調整、原料の共同調達
に係るモデル的な取組を支援します。

２．事業者向けセミナー等の開催支援
国産有機食品を取り扱う者の増加及び事業者の有機食品の理解を深めるため、

流通・加工等の事業者に対して行う、
（１）有機加工食品のJAS規格の説明や加工・小分け等の事例紹介
（２）流通の効率化に向けた事例紹介や現場への専門家の派遣
（３）事業者向け情報の発信（有機農産物の品質、利用方法等）
についての講習会の開催等を支援するとともに、有機農業に取り組む生産者と有機
農産物の取扱いを希望する流通・加工事業者とのマッチングを推進します。

＜対策のポイント＞
有機加工食品原料の輸入から国産への置き換えを促進するため、生産者と連携して国産有機加工食品の生産に取り組む流通、加工等の事業者等が行う
国産原料を使用した有機加工食品の生産・取扱い拡大の取組を支援します。

みどりの食料システム戦略推進総合対策（有機農業推進総合対策事業）のうち
有機加工食品原料国産化支援事業

［お問い合わせ先］農産局農業環境対策課（03-6744-2494）

民間団体等

＜事業の流れ＞

国

定額、1/2以内

有
機
加
工
原
料
の
国
産
化
の
推
進

産地 産地

裏作も考慮した
安定取引ができ、
安心して生産

輪作体系も含めた
作付計画の調整を

実施

産地と事業者が
連携した取組

加工事業者

加工事業者

流通事業者

他事業者との共同
調達で、原料の過
不足を解消

物流の共同利用に
より、ロットを大きくし
てコストを削減

流通事業者

事業者向けセミナー等の開催

有機
未取扱い



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．国産有機サポーターズ活動推進事業
国産の有機食品に対する消費者のニーズを喚起するため、国産有機農産物

等を取り扱う小売等の事業者（国産有機サポーターズ）と連携して行う、消費
者への啓発や展示会への出展等の取組を支援します。

２．有機農産物等認知度向上支援事業
有機農産物等の認知度向上のため、表示制度のセミナーや教育コンテンツを

作成及び広報する取組を支援します。

３．有機農業環境保全効果訴求事業
生産現場での環境保全の取組や生物多様性の保全の効果など有機農業の

環境保全効果を消費者に訴求するための取組を支援します。

＜対策のポイント＞
国産有機農産物等の需要を拡大するため、これらを取り扱う小売等の事業者と連携して行う国産有機農産物等の需要喚起や、有機農産物等の認知度向
上、有機農業の環境保全効果を訴求する取組を支援します。

みどりの食料システム戦略推進総合対策（有機農業推進総合対策事業）のうち
国産有機農産物等需要拡大支援事業

［お問い合わせ先］農産局農業環境対策課（03-6744-2494）

民間団体等

＜事業の流れ＞

国
定額

・有機農業を拡大するには生産のみならず消費の拡大に向けた需要喚起が必要
・有機食品市場は拡大傾向にあるが、令和4年に実施したアンケート調査によると消費者の約6割は有機
 農産物等の購入頻度が「月に１回未満」であり、これらを日常的に購入する層の拡大が必要

本事業のイメージ
（ の取組を支援）

国産有機サポーターと連携し、
・各種事例を紹介！
・イベントへの出展！
などで、盛り上げます！

小売店

飲食店

国産有機
サポーター

国産有機
サポーター

・国産有機農産物等を扱う事業者の連携促進
・有機農産物等の認知度向上・需要喚起

有機とかオーガニックって
なんとなく良さそうな感じがするけど
実際どんな効果があるんだろう？

生産現場での環境保全の取
組や生物多様性の保全など、
有機農業が持つ環境保全効
果を消費者に訴求

環境保全効果の訴求

サポーターズとの連携

有機農産物等の認知度向上

セミナーや教育コンテンツ
による有機農産物等の
認知度向上
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